
 
 

 

 

令 和 ２ 年 ６ 月 ４ 日 

科学研究費委員会決定 

 

 

科学研究費助成事業における審査及び評価に関する規程の 

令和２年度審査における特例取扱いについて 
 
 
（経緯等の概要） 

○新型コロナウイルス感染拡大等の状況を踏まえ、３月下旬以降、日本学術振興会（以下「ＪＳ

ＰＳ」という。）で行っている科学研究費助成事業（以下「科研費」という。）の審査を中断。 

○以後ＪＳＰＳにおいて、中断した審査の再開に向け様々な角度から検討。しかしながら、審査

の延期だけでは解決することが極めて困難な状況であると判断。 

○ＪＳＰＳから文部科学省に対し「令和２年度に限り柔軟な対応を採ること」の了承を要請。 

○文部科学省は、ＪＳＰＳの要請を踏まえ、科学技術・学術審議会での審議を要請。 

○審議の結果、「独立行政法人日本学術振興会が行う科学研究費助成事業の審査の基本的考え方

の令和２年度審査における特例」が科学技術・学術審議会により決定。 

○令和２年５月２１日付けで文部科学省よりＪＳＰＳに対し、令和２年度審査における特例につ

いて通知（別添参照）。 

 

 （令和２年度審査における特例取扱いの考え方） 

 前述の「独立行政法人日本学術振興会が行う科学研究費助成事業の審査の基本的考え方の令和

２年度審査における特例」の内容を踏まえるとともに、ＪＳＰＳにおける検討内容を総合的に勘

案し、「Web 会議」形式による委員会開催等を前提とした特例取扱いを定めることとする。 

今回の措置は、「科学研究費助成事業における審査及び評価に関する規程（令和２年５月１２

日改正）」（以下「規程」という。）第１２条に定める「審査の進め方」のとおり実行すること

が困難である状況を考慮した特例取扱いである。 

 

 （特例取扱いの内容） 

 「規程」のうち、「特別推進研究」、「基盤研究（Ｓ）」及び「挑戦的研究（開拓・萌芽）」

に関連する別紙１の規定については、令和２年度審査・評価に限って適用しないこととし、別紙

２「新型コロナウイルス感染拡大等の状況を踏まえた令和２年度特別推進研究、基盤研究（Ｓ）、

挑戦的研究の審査方式について」のとおり取り扱うこととする。 

技術的な課題等により別紙２の審査方式等の実施が困難なことが判明した場合又は別紙２に

記載のない事項で委員会において決定する必要が生じた場合には、改めて審議を行い決定するも

のとする。 

 なお、科研費の公正な審査のためには、規程第６条による「守秘の徹底」について厳格に取り

組まれている必要があることは言うまでもない。今回実施する「Web 会議」形式による委員会は、

審査委員の集合により閉じた環境下で取り進める議論とは物理的に異なるため、通常にも増して

「守秘の徹底」に対する認識を高める必要がある。このため、「Web 会議」の状況や「審査の経

過」など審査に関する情報が他者に知られることのないよう、審査に携わる審査委員及び審査会

関係者は審査に係る守秘、セキュリティ保持について、再認識した上でより厳格に取り組む必要

がある。 



 
 

別紙１ 

 

＜規程第１２条関係部分の抜粋＞ 

 

（審査の方法） 

第１２条審査の方法は、次のとおりとする。 

一 特別推進研究 

(1) 審査の進め方 

① 新規研究課題 

〔研究課題の採択決定までの進め方〕 

ア 各小委員会は、各小委員会に属する審査委員全員が全ての研究課題について書面審査を行

った上で、同一の審査委員が合議審査の場で各応募研究課題について幅広い視点から議論

により審査し、ヒアリング研究課題を選定する。（総合審査） 

イ 各小委員会は、選定したヒアリング研究課題について、ヒアリングを行い採択候補研究課

題及び補欠研究課題を選定する。 

ウ 運営小委員会は、各小委員会が選定した採択候補研究課題及び補欠研究課題について、合

議により採択研究課題を決定する。 

 

〔各小委員会における採択候補研究課題の決定までの進め方〕 

ア 審査意見書の作成 （略） 

イ ヒアリング研究課題の選定 （略） 

ウ ヒアリングの実施 

各小委員会におけるヒアリングは、研究計画調書、追加説明資料及び審査意見書等をも

とに、次のとおり行うこととする。 

なお、研究代表者に対して、事前に質問事項を提示することができる。 

(a) 時間配分の目安 

(ｱ) 研究代表者等から研究内容の説明・・・・・・・・・・・・ １０分 

(ｲ) 質疑応答・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０分 

(ｳ) 審議及びヒアリング結果の記載・・・・・・・・・・・・・ １０分 

(b) 説明者 

研究代表者を含め３名以内 

(c) 説明資料 

研究計画調書及び追加説明資料 

エ 採択候補研究課題の選定 

ａ 各審査委員は、ヒアリングを行った研究課題について、「(2)(ｱ)審査に当たっての着目

点(a)～(ｆ)」の各要素に着目し、「(2)(ｲ) 審査基準」により審査を行う。なお、担当

委員は、当該研究課題について、研究計画調書、審査意見書及び「(3)研究経費の査定」

により、査定案の作成を行う。 

ｂ 各小委員会は、研究課題のヒアリング終了後、各審査委員の審査結果に基づき、合議に

より採択候補研究課題及び補欠研究課題を選定するとともに、当該研究課題については、

「(3)研究経費の査定」により、担当委員の査定案を踏まえ、査定を行う。 

ｃ 運営小委員会は、各小委員会が選定した採択候補研究課題及び補欠研究課題について、

配分総額の範囲内で、合議により採択研究課題を決定する。 



 
 

 

 

二 基盤研究（Ｓ） 

〔研究課題の採択決定までの進め方〕 

① 各小委員会は、各小委員会に属する審査委員全員が全ての研究課題について書面審査を行

った上で、同一の審査委員が合議審査の場で各応募研究課題について幅広い視点から議論

により審査し、ヒアリング研究課題を選定する。（総合審査） 

② 各小委員会において応募件数が多数の場合には、審査を円滑に進めるため、当該小委員会

を分割して複数の審査組織を設ける。この場合、本規程においては、当該審査組織を各小

委員会と読み替える。 

③ 各小委員会は、選定したヒアリング研究課題について、審査区分ごとにヒアリングを行い

採択候補研究課題及び補欠研究課題を選定する。 

④ 運営小委員会は、審査区分ごとに選定した採択候補研究課題及び補欠研究課題について、

合議により採択研究課題を決定する。 

 

〔各小委員会等における採択研究課題の決定までの進め方〕 

① 審査意見書の作成 （略） 

② ヒアリング研究課題の選定 （略） 

③ ヒアリングの実施 

各小委員会におけるヒアリングは、研究計画調書、追加説明資料及び審査意見書をもとに、 

次のとおり行うこととする。 

なお、研究代表者に対して、事前に質問事項を提示することができる。 

(ａ) 時間配分の目安 

(ｱ) 研究代表者等から研究内容の説明・・・・・・・・ １０分 

(ｲ) 質疑応答・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０分 

(ｳ) 審議及びヒアリング結果の記載・・・・・・・・・ １０分 

(ｂ) 説明者 

研究代表者を含め３名以内 

(ｃ) 説明資料 

研究計画調書及び追加説明資料 

④ 採択候補研究課題の選定 

ａ 各審査委員は、ヒアリングを行った研究課題について、「(ｱ)審査に当たっての着目点

(a)～(d)」の各要素に着目し、「(ｲ)審査基準」により審査を行う。 

ｂ 各小委員会は、配分方式により算出した「配分枠」を基に、合議により採択候補研究課

題を選定する。 

なお、「配分枠」の範囲内では採択できないが、基盤研究（Ｓ）として採択すべき研

究課題がある場合には、当該研究課題を補欠研究課題として選定することができる。 

ｃ 運営小委員会は、各小委員会が選定した採択候補研究課題及び補欠研究課題について、

別に設けられる「配分調整枠」等を基に、合議により採否を決定する。 

 

 



 
 

 

 

六 挑戦的研究 

〔研究課題の採択決定までの進め方〕 

① 各小委員会は、各小委員会に属する審査委員全員が全ての研究課題について書面審査を行

った上で、同一の審査委員が合議審査の場で各応募研究課題について幅広い視点から議論

により審査し、採択研究課題を決定する。（総合審査） 

② 各小委員会において応募件数が多数の場合には、審査を円滑に進めるため、当該小委員会

を分割して複数の審査組織を設けることができる。この場合、本規程においては、当該審

査組織を各小委員会と読み替える。 

また、「総合審査」に先立ち、各小委員会は必要に応じて事前の選考を行うことができ

る。 

③ 各小委員会に属する審査委員は、別添７の評定基準に基づき、事前に研究計画調書により

審査を行う。 

〔各小委員会における採択研究課題の決定までの進め方〕 

① 各小委員会は、配分方式により算出した「配分枠」を基に、採択研究課題を決定する。 

② 各小委員会は、採択研究課題を決定する際に、「配分枠」の範囲内で多くの研究課題を採

択するために採択候補研究課題の充足率を著しく下げるなど、不適切な配分予定額の調整

は避ける。 

③ 各小委員会は、採択予定件数の範囲内では採択できないが、挑戦的研究として採択すべき

研究課題がある場合には、当該研究課題を補欠研究課題として選定することができる。 

④ 各小委員会は、採択研究課題を決定するにあたり、他の研究資金との不合理な重複や過度

の研究費の集中の可能性がないか考慮することとする。 

〔各研究課題への配分額の調整〕 

各研究課題への配分額については、配分額に関する審査結果を踏まえた額とする。 

 



 
 

別紙２ 

 

新型コロナウイルス感染拡大等の状況を踏まえた令和２年度特別推進研究、 

基盤研究（Ｓ）、挑戦的研究の審査方式について 

 

 

 

標記の研究種目に係る、科学研究費助成事業における審査及び評価に関する規程の令和２年度審査

における特例取扱いは、以下のとおりとする。 

 

 

１．特別推進研究 

  

○第 2回小委員会（理工系小委員会） 

 ※ヒアリング及び採択候補研究課題の選定合議を実施 

 

１．小委員会の開催方法 

  「Web 会議」形式で開催することとする。 

 

２．ヒアリングの実施方法 

ヒアリングは従前のヒアリングの趣旨を踏まえ、以下の代替方法により実施する。 

 

（１）小委員会開催前に実施 

①研究代表者からの説明 

   第 2 回小委員会の開催前に研究代表者に対して以下の資料の提出を求め、小委員会開催

までの間に審査委員が当該説明内容を確認することとする。 
 

(a)「説明資料」※20 枚程度以内とする。 

(b)「説明動画ファイル」 

※資料内容に対するナレーションを付した 10 分間の 

説明動画ファイルとする。 

 

（２）小委員会開催当日に実施 

 ②質疑応答（20 分） 

  「Web 会議」上に応募者の出席を求め、研究代表者等に対して直接質疑応答を行うこととす

る。 

   また、審査委員は、研究代表者が提出した上記(a)「説明資料」を参照することとする。 
 

 ③審議及び評価（10 分） 

   従前の取扱いと同様とする。 
 
 

（参考：第 2 回小委員会における従前のヒアリング実施方法） 

①研究代表者からの説明（10 分） 

②質疑応答（20 分） 

③審議及び評価（10 分） 

 

 



 
 

○第 2回運営小委員会 

 ※採択候補研究課題の決定 

 

１．小委員会の開催方法 

  「Web 会議」形式で開催することとする。 
 
 
 

２．基盤研究（S） 

 

○第１回小委員会（全２１小委員会のうち６小委員会） 

 ※ヒアリング課題の選定合議を実施 

 

１．小委員会の開催方法 

  「Web 会議」形式で開催することとする。 

 

 

○第 2回小委員会（全１１小委員会） 

 ※ヒアリング及び採択候補研究課題の選定合議を実施 

 

１．小委員会の開催方法 

  「Web 会議」形式で開催することとする。 

  

２．ヒアリングの実施方法 

ヒアリングは従前のヒアリングの趣旨を踏まえ、以下の代替方法により実施する。 

 

（１）小委員会開催前に実施 

①研究代表者からの説明 

   第 2 回小委員会の開催前に研究代表者に対して以下の資料の提出を求め、小委員会開催

までの間に審査委員が当該説明内容を確認することとする。 
 

(a)「説明資料」※20 枚程度以内とする。 

(b)「説明動画ファイル」 

※資料内容に対するナレーションを付した 10 分間の 

説明動画ファイルとする。 

 

（２）小委員会開催当日に実施 

 ②質疑応答（10 分） 

  「Web 会議」上に応募者の出席を求め、研究代表者等に対して直接質疑応答を行うこととす

る。 

   また、審査委員は、研究代表者が提出した上記(a)「説明資料」を参照することとする。 
 

 ③審議及び評価（10 分） 

   従前の取扱いと同様とする。 
 
 

（参考：第 2 回小委員会における従前のヒアリング実施方法） 

①研究代表者からの説明（10 分） 

②質疑応答（10 分） 

③審議及び評価（10 分） 



 
 

 

○第 2回運営小委員会 

 ※採択候補研究課題の決定 

 

１．小委員会の開催方法 

  「Web 会議」形式で開催することとする。 
 
 
 

３．挑戦的研究 

 

  規程第１２条に定める「総合審査」は実施せず、基盤研究（B・C）等の審査方式である「二段階

書面審査」の仕組みを活用する。 

 

 

 





（別添） 

「独立行政法人日本学術振興会が行う科学研究費助成事業の審査の基本的考え方」の 
令和２年度審査における特例 

 
 

令和２年５月８日 
科学技術・学術審議会決定 

 
 

 令和２年４月 30 日付け学振助企第 8 号により、独立行政法人日本学術振興会から提出された

「令和２年度特別推進研究、基盤研究（Ｓ）、挑戦的研究の審査状況と今後の審査実施に必要な対

応について」、及び新型インフルエンザ等対策特別措置法第 32 条第１項に基づく新型コロナウイ

ルス感染症（COVID-19）の「緊急事態宣言」が出されている現状を踏まえ、「独立行政法人日本

学術振興会が行う科学研究費助成事業の審査の基本的考え方」（以下、「審査の基本的考え方」と

いう。）（平成 15 年 11 月 14 日科学技術・学術審議会決定）の「Ⅵ 研究種目別の配分審査の考

え方」のうち、「特別推進研究」、「基盤研究（Ｓ）」及び「挑戦的研究（開拓・萌芽）」については、

令和２年度審査に限り、下記のとおり取り扱うこととする。 
 なお、今回の審査の基本的考え方の特例に基づき、日本学術振興会が行った審査方法の変更や

審査結果等については、審査終了後速やかに科学技術・学術審議会学術分科会科学研究費補助金

審査部会に報告することとする。 
 

記 
 
１．「特別推進研究」及び「基盤研究（Ｓ）」について 
 ・審査の基本的考え方においては、「特別推進研究」及び「基盤研究（Ｓ）」に係る補助金の配分

については、いずれも、「審査委員全員が全ての研究課題について、個別に書面による審査を

行った上で、同一の審査委員が多角的な観点から合議による審査を行う審査方式（「総合審査」）

により行う。審査に際しては、ヒアリング課題を選定し、ヒアリングを行う。」としているが、

令和２年度審査に当たっては、総合審査及びヒアリングに替わる方法による審査を可能とす

る。 
 
２．「挑戦的研究（開拓・萌芽）」について 
 ・審査の基本的考え方においては、「挑戦的研究（開拓・萌芽）」に係る助成金の配分について

は、「審査委員全員が全ての研究課題について、個別に書面による審査を行った上で、同一の

審査委員が多角的な観点から合議による審査を行う審査方式（「総合審査」）により行う。」と

しているが、令和２年度審査に当たっては、各研究課題について、同一の審査委員が２段階

にわたり、書面による審査を行うことを可能とする。 
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